
１ 算定結果の概要について

※　実質収支額が黒字のため「－」で表示。（実質黒字比率

　「一般会計等における実質赤字」の「標準財政規模」に対する割合

※　実質収支額が黒字（資金不足額がない）のため「－」で表示。

　　（連結実質黒字比率 ）

　「一般会計等に公営事業会計・公営企業会計を加えた全会計を対象とし

た実質赤字」の「標準財政規模」に対する割合

　一般会計等が負担する公債費及び公営企業の公債費に係る繰出金及び一

部事務組合の公債費に係る負担金など、「実質的な公債費」の「標準財政

規模」に対する割合（３か年平均値）

　一般会計等の地方債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、公営企

業債残高のうち、一般会計等からの繰出金で償還する見込額などの「将来

負担額」の「標準財政規模」に対する割合

※　資金不足額がない場合「－」で表示。

　「公営企業の資金の不足額（実質赤字相当額）」の、「事業の規模（主

たる営業活動から生じる収益等）」に対する割合

9.88%)

Ｒ1算定結果 比較増減 経営健全化基準

早期健全化基準

△0.4ポイント 25.0％ 35.0％

早期健全化基準

早期健全化基準

△3.8ポイント

29.28%

Ｒ２算定結果 Ｒ1算定結果 比較増減

比較増減 財政再生基準

― ― ― 17.57％ 30.00％

財政再生基準

(2) 連結実質赤字比率 Ｒ２算定結果 Ｒ1算定結果

令 和 3 年 9 月 10 日

企 画 財 政 部 財 政 課

令和２年度決算に基づく八潮市健全化判断比率等の算定結果について

早期健全化基準 財政再生基準

― ― ― 12.57％ 20.00％

(3) 実質公債費比率 Ｒ２算定結果 Ｒ1算定結果

350.0％

(5) 資金不足比率

比較増減

(1) 実質赤字比率

(4) 将来負担比率 Ｒ２算定結果

5.0％ 5.4％

Ｒ２算定結果

Ｒ1算定結果 比較増減

26.8％ 30.6％

― ― ― 20.0％
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２ 算定基礎について

※　実質収支額が黒字のため「－」で表示。（実質黒字比率

(単位：千円) 

※　実質赤字比率では、歳入総額等は普通会計ベースの額を計上する。

※　実質収支額が黒字（資金不足額がない）のため「－」で表示。

 （連結実質黒字比率 ）

７ページ参照 (単位：千円) 

254,311 84,581 ②国民健康保険 338,892 

20.00％

30,921,222  9,828,792 

財政再生基準

29,706 8,464 38,170 

⑦稲荷伊草第二土地区画整理事業

509,020 

― ― ― 12.57％

9.88%)

区　　分 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較増減

①歳入総額 42,839,826  32,279,757  10,560,069 

40,750,014  

― ―

実質収支額 ③翌年度に繰り越すべき財源 274,059     51,802      222,257 

1,815,753千円 実質収支額（①－②－③) 1,815,753   1,306,733   509,020 

比較増減 早期健全化基準

― 17.57％ 30.00％

18,374,811  17,825,379  549,432 

②歳出総額

財政再生基準(1) 実質赤字比率 Ｒ２算定結果 Ｒ1算定結果 比較増減 早期健全化基準

5,381,209千円

18,374,811千円 標準財政規模

標準財政規模

(2) 連結実質赤字比率 Ｒ２算定結果 Ｒ1算定結果

157,653 標準財政規模

18,374,811千円

29.28%

参考資料１

実質収支額等の合計 区　　　分 比較増減

実
質
収
支
額

Ｒ２年度 Ｒ１年度

③介護保険 545,682 388,029 

①一般会計 1,815,753 1,306,733 

資
金
不
足
・
剰
余
額

④後期高齢者医療

2,039,415 2,000,361 39,054 

⑥公共下水道事業 357,151 △ 65,102 292,049 

合計（①～⑪） 5,381,209 

⑤上水道事業

⑪南部東一体型特定土地区画整理事業 0

⑩西袋上馬場土地区画整理事業 0

⑧鶴ヶ曽根・二丁目土地区画整理事業

0 

0 0 

△ 11,007 

0 

0

98,050 59,344 38,706 

0

4,619,840 761,369 

213,198 224,205 

⑨大瀬古新田土地区画整理事業

0
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（単位：千円）

８ページ参照

（単位：千円）

％ ％ ％

Ｂ

臨時財政対策債発行可能額

災害復旧費等に係る基準財政需要額

事業費補正による基準財政需要額算入公債費

密度補正による基準財政需要額算入公債費

単
年
度

Ｈ３０

満期一括地方債に係る一年あたりの元金償還金相当額

公営企業債の償還に充てた繰入金

災害復旧費等に係る基準財政需要額

事業費補正による基準財政需要額算入公債費

合　　計　　（①～⑥）－（⑦・⑪～⑬）

合　　計　　（⑧～⑩）－（⑦・⑪～⑬）

密度補正による基準財政需要額算入公債費

密度補正による基準財政需要額算入公債費（準元利償還金）

区　　　　分

公債費充当一般財源等（繰上償還額の元金分除く）

(3) 実質公債費比率 Ｒ２算定結果 Ｒ1算定結果 比較増減 早期健全化基準 財政再生基準

5.0％ 5.4％ △0.4ポイント

Ｈ３０年度
Ｒ１年度
（Ａ）

Ｒ１

25.0％

Ｒ２年度
（Ｂ）

Ｈ３０

Ｈ２９ 7.322％

３か年平均値 5.0％  ３か年平均値 5.4％  

単
年
度 Ｒ２

5.025％

3.974％

35.0％

Ｒ２年度算定結果 Ｒ1年度算定結果

④ ①－②－③－④

544,505 1,058,912 

③ 1,034,522 1,335,934 1,411,648

3.974％

Ｒ１ 5.025％6.284％

① 1,240,936 1,054,305 1,089,431

②

563,330 939,818 1,240,936 

転貸債に係る償還金 都市計画税充当額 公債費充当一般財源等

② ③

④ 69,774 96,998 123,567

⑤ 221,470 225,436 276,550公債費に準ずる債務負担行為（一般財源額）

一部事務組合の公債費に充てた負担金等

⑪ △ 257,208 267,322 269,897

⑥ 0 0 0

⑦ △ 1,691,691 1,645,724 1,593,744

一時借入金利子

分
母

⑧ 17,494,677 17,825,379 18,374,811

⑨

分
子

0 0 0

標準税収入額等

普通交付税額

⑩ 0 0 0

⑦ △ 1,691,691 1,645,724

⑬ △ 0 0

⑬ △ 0 0 0

Ａ

区分
公債費(繰上償還除く) 国・県利子補給

Ｒ1 2,657,867 145 

Ｈ30 2,744,567 483 

①

617,803 799,627 1,037,555

0密度補正による基準財政需要額算入公債費（準元利償還金）

⑫ △ 0

⑫ △

1,054,305 

Ｒ２ 2,632,516 35 520,030 1,023,020 1,089,431 

15,545,778 15,912,333 16,511,170

⑪ △ 257,208 267,322 269,897

0 0 0

3.974 5.025 6.284実質公債費比率：Ａ／Ｂ（単年度数値）

26,569

51,114

1.259

参考資料２

2,575

0

0

598,837

0

237,928

549,432

比較増減
(Ｂ-Ａ)

35,126

0

75,714

0

0

△ 51,980

0

△ 51,980

2,575

00 0

0 0 0

1,593,744

3



Ａ〔将来負担額〕 ９ページ参照

(単位：千円) 

Ｂ〔充当可能財源等〕 １０ページ参照

(単位：千円) 

比較増減 早期健全化基準(4) 将来負担比率 Ｒ２算定結果 Ｒ1算定結果

4,428,113千円 41,544,579千円 － 37,116,466千円

26.8％ 30.6％ △3.8ポイント 350.0％

分子Ｅ（Ａ－Ｂ） Ａ　将来負担額 Ｂ　充当可能財源等

分母Ｆ（Ｃ－Ｄ） Ｃ　標準財政規模 Ｄ　算入公債費等の額

参考資料３－１

項　　　目 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較増減

16,511,170千円 18,374,811千円 － 1,863,641千円

(2) 債務負担行為に基づく支出予定額 3,175,501 3,438,604 △ 263,103 

(1) 地方債の現在高

(3) 公営企業等繰入金見込額 16,217,398 15,784,642 432,756 

19,413,633 20,472,454 △ 1,058,821 

(6) 損失補償債務等に係る負担見込額 - - 0 

(7) 連結実質赤字額 - - 0 

(4) 組合等負担等見込額 1,072,909 976,706 96,203 

(5) 退職手当負担見込額 1,665,138 1,715,003 △ 49,865 

項　　　目 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較増減

(1) 充当可能基金 7,732,076 7,139,878 592,198 

(8) 組合等連結実質赤字額負担見込額 - - 0 

将来負担額（Ａ） 41,544,579 42,387,409 △ 842,830 

　（うちその他の特定財源） (104,040) (114,515) (△ 10,475)

(3) 基準財政需要額算入見込額 20,056,232 20,679,123 △ 622,891 

(2) 充当可能特定歳入 9,328,158 9,686,119 △ 357,961 

　（うち都市計画税） (9,224,118) (9,571,604) (△ 347,486)

充当可能財源等（Ｂ） 37,116,466 37,505,120 △ 388,654 

参考資料３－２
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Ｃ〔標準財政規模〕

(単位：千円) 

Ｄ〔算入公債費等の額〕

(単位：千円) 

分子Ｅ（Ａ－Ｂ）

(単位：千円) 

分母Ｆ（Ｃ－Ｄ）

(単位：千円) 

Ｒ２年度 Ｒ１年度

項　　　目 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較増減

(1) 災害復旧費等に係る基準財政需要額

(3) 臨時財政対策債発行可能額 0 0 0

18,374,811 17,825,379 549,432

1,645,724 △ 51,980 

(2) 事業費補正により基準財政需要額に
269,897 267,322 2,575 

　　算入された公債費

算入公債費等の額（Ｄ）

Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較増減

比較増減

16,511,170 15,912,333 598,837

項　　　目

0 0 0

標準財政規模（Ｃ） 18,374,811 17,825,379 549,432

(2) 普通交付税額

(1) 標準税収入額等

1,863,641 1,913,046 △ 49,405 

Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較増減

4,428,113 4,882,289 △ 454,176

1,593,744 
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(単位：千円、％) 

※　資金不足額がない場合、資金不足比率の欄は「－」で表示。

１　「早期健全化基準」以上の場合

　「健全化判断比率」のうち、いずれかの指標が、「早期健全化基準」以上の場合、「財

政健全化計画」を定め「自主的な改善努力による財政健全化」に努めなければならない。

２　「財政再生基準」以上の場合

　「健全化判断比率」のうち、「将来負担比率」を除いたいずれかの指標が「財政再生基

準」以上の場合、「財政再生計画」を定め、「国等の関与による確実な再生」に努めなけ

ればならない。

３　「資金不足比率」が「経営健全化基準」以上の場合

　　公営企業の「資金不足比率」が「経営健全化基準」以上の場合、その公営企業につい

て、「経営健全化計画」を定めなければならない。

Ｒ１年度

資金不足比率資金不足・剰余額

―

―

―

―

224,205 

0 

0 

―

―

―

参 考

鶴ヶ曽根・二丁目土地区画整理事業

会　計　名

上水道事業

公共下水道事業

稲荷伊草第二土地区画整理事業

―

資金不足比率

Ｒ２年度

資金不足・剰余額

2,039,415 ―

―

98,050 

0 ―

0 ―

南部東一体型特定土地区画整理事業 0 ―

西袋上馬場土地区画整理事業

0 

2,000,361 

357,151 

59,344 

― ― ― 20.0％

大瀬古新田土地区画整理事業

292,049 

―

213,198 

(5)　資金不足比率 Ｒ２算定結果 Ｒ1算定結果 比較増減 経営健全化基準
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〔公営企業〕の⑤から⑪までの「資金不足・剰余額」は、正数は「剰余額」負数は「不足額」

を示す。なお、いずれも「千円単位」である。

〔一般会計等〕

〔公営企業〕

⑤上水道

⑥下水道

　「小計」で正数であっても、地方債残高がそれを上回る場合（差引額が０円以下）

　には、資金不足額がないものとして「０円」を計上する。

参考資料１

連結実質赤字比率

歳入総額 歳出総額 歳入・歳出差引

（令和２年度決算）

2,089,812 －

翌年度繰越財源 実質収支額

Ａ Ｂ Ｃ(Ａ－Ｂ) Ｄ （Ｃ－Ｄ）

0 

1,815,753 

②国　保 8,372,390 － 8,033,498 ＝ 338,892 － 0 

①一　般 42,676,338 － 40,586,526 ＝ 274,059 

338,892 

③介　護 5,829,246 － 5,283,564 ＝ 545,682 － 0 

0 38,170 

545,682 

流動資産等 流動負債等
資金不足
・剰余額

資金不足
・剰余額

④後期高齢 1,028,838 － 990,668 ＝ 38,170 －

Ａ Ｂ

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)

流動資産等 流動負債等

292,049 

(Ａ－Ｂ)

2,294,407 － 254,992 2,039,415 

歳 入 額
未 収 入
特定財源

繰越明許費
繰越額等

土地収入
見 込 額

歳 出 額

1,364,964 － 1,072,915 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

⑦稲　二 270,046 ＋ 0 － ＋ 0 － 171,996 

⑧鶴　二 196,848 ＋ 0 － 0 ＋ 111,749 －
⑨大　古 618,460 ＋ 70,344 － 116,383 ＋ 134,875 －

807,520 ＋ 49,710 － 67,829 ＋ 0 －

95,399 

457,036 

709,441 

1,218,578 ＋ 106,380 － 161,860 

Ｈ（Ｆ－Ｇ）

98,050 0 98,050 

⑩西　上

213,198 0 213,198 ⑧鶴　二 213,198 

250,260 896,710 △646,450 ⑨大　古 0

⑦稲　二 98,050 

＋ 0 － 1,004,773 

小　計 地方債残高 差引額 資金不足
・剰余額

Ｆ (Ａ＋Ｂ－Ｃ＋Ｄ－Ｅ) Ｇ

⑪南　部

79,960 1,367,470 △1,287,510 ⑩西　上 0

158,325 3,453,740 △3,295,415 ⑪南　部 0
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〔都市計画税充当可能額〕

（単位：千円）

【当該年度事業費】

 県施行街路事業負担金

 南部西特定土地区画整理事業負担金（県施行）

 古新田ポンプ場増築設計委託料

 古新田ポンプ場増築工事費

 南部中央特定土地区画整理事業負担金（機構施行）

 公共下水道事業

 稲荷伊草第二土地区画整理事業

 鶴ケ曽根・二丁目土地区画整理事業

 大瀬古新田土地区画整理事業

 西袋上馬場土地区画整理事業

 南部東一体型特定土地区画整理事業

【公債費等】

③ 都市計画事業関連の地方債償還額

 公共下水道事業

 稲荷伊草第二土地区画整理事業

 鶴ケ曽根・二丁目土地区画整理事業

 大瀬古新田土地区画整理事業

 西袋上馬場土地区画整理事業

 南部東一体型特定土地区画整理事業

⑤ ④以外の都市計画事業関連の準元利償還金

【財源内訳】

⑥ 当該年度事業費に対する特定財源

 県施行街路事業負担金

 南部西特定土地区画整理事業負担金（県施行）

 古新田ポンプ場増築事業

 南部中央特定土地区画整理事業負担金（機構施行）

 南部地区まちづくり交付金事業費補助金（機構施行）

 公共下水道事業

 稲荷伊草第二土地区画整理事業

 鶴ケ曽根・二丁目土地区画整理事業

 大瀬古新田土地区画整理事業

 西袋上馬場土地区画整理事業

 南部東一体型特定土地区画整理事業

⑦ 公債費等に対する特定財源

⑧ 都市計画税収入

⑨ その他一般財源　Ａ－⑥－⑦－⑧

※　「都市計画税充当可能額 Ｂ」が「⑧ 都市計画税収入」より大きい場合、⑧を用いる。

（令和２年度決算）

① 都市計画事業費（一般会計等分） 175,448 177,617 277,623

参考資料２
実質公債費比率

区　　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度

(45,708) (74,548) (162,241)

(81,420) (103,069) (115,347)

② 公営企業会計における都市計画事業（下水道・水道等）への繰出 906,471 989,429 806,275

(203,851) (227,729) (251,926)

(35)

(147,793) (76,721) (84,052)

(126,064) (130,200) (121,021)

(222,574) (354,770) (170,000)

(98,000) (50,000) (80,000)

379,100 411,491 441,834

④ 都市計画事業の公営企業債償還に充てる繰出金（準元利償還金） 1,033,458 1,334,778 1,410,527

(108,189) (150,009) (99,276)

(121,512) (94,079) (96,491)

(696,149) (662,271) (804,598)

合計　①～⑤　　　Ａ 2,494,477 2,913,315 2,936,259

(199,031) (213,625) (225,454)

(16,766) (364,803) (283,984)

497,974 692,270 469,635

0 0 0

(34,500) (67,000) (144,000)

(73,100) (94,700) (108,900)

(0) (0) (0)

(63,200) (62,000) (68,000)

(137,574) (281,770) (0)

0 0 0

1,328,335 1,346,809 1,362,264

(54,500) (57,400) (73,300)

(107,400) (129,400) (75,400)

668,168 874,236 1,104,360

都市計画税充当可能額　　　Ｂ
939,818 1,058,912 1,023,020

（③＋④＋⑤－⑦）×（⑧／（⑧＋⑨））

(48,320)

(27,700) (35)
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Ａ〔将来負担額〕 （単位：千円）

①　一般会計の地方債残高（Ｒ２年度末現在）

①　土地開発公社関係

②　八潮駅南口周辺整備費負担金

③　ＬＥＤ街路灯借上料

④　南部西地区整備事業負担金

⑤　ＬＥＤ街路灯借上料

⑥　小中学校校舎空調機器使用料

(3) 公営企業等繰入金見込額

①　上水道事業

②　下水道事業

特別会計（宅造）

③

④

⑤

(4) 組合等負担等見込額

東埼玉資源環境組合

(5) 退職手当負担見込額

(6) 損失補償債務等に係る負担見込額

(7) 連結実質赤字額

連結実質赤字額はなし

(8) 組合等連結実質赤字額負担見込額

合計 (1)～(8) 

59,200      

1,072,909 

草加八潮消防組合（単独経費） 59,200       × 1.000 ＝

16,217,398 

2,973,633      ×  0.003

地方債現在高 控除額 将来負担額

大古土地区画整理事業 896,710   － 250,260 ＝ 646,450     

南部東土地区画整理事業 3,453,740 － 158,325 ＝

（令和２年度決算）

将来負担比率

41,544,579 

参考資料３－１

(1) 地方債の現在高 （内訳額） （合計額）

19,413,633 19,413,633 

(2) 債務負担行為に基づく支出予定額 （内訳額） （合計額）

469,447 

87,015 

8,901 

＝ 8,920       

20,071,487     ×  0.547 ＝ 10,979,103  

（内訳額） （合計額）

361,387 

特別会計（宅造除く） 地方債の元金残高 ３か年平均の算入割合 将来負担額

800,000 
3,175,501 

1,448,751 

3,295,415   

西上土地区画整理事業 1,367,470 － 79,960 ＝ 1,287,510   

草加八潮消防組合（共通経費） 479,368      × 0.267 ＝ 127,991     

（内訳額） （合計額）

地方債の元金残高 ３か年平均の算入割合

7,085,740    × 0.125 ＝ 885,718     

－ 1,806,919    ＝ 1,665,138   

（内訳額） （合計額）

（内訳額） （合計額）

一般職分の負担額 特別職分の負担額 組合積立額
1,665,138 

3,451,902      ＋ 20,155       

中小企業小口資金融資残高 平均残存年数 損失補償実行率

- 

105,966        ×  2.22年  ×  0.0% ＝ -           

不況対策資金融資残高 平均残存年数 損失補償実行率

55,865        ×  2.65年  ×  0.0% ＝ -           

（内訳額） （合計額）

- - 

（内訳額） （合計額）

商工業近代化資金融資残高 1.26 損失補償実行率

960        ×  0.26年  ×  0.0% ＝ -           

①　東埼玉資源環境組合 - 

-                   

②　埼玉県市町村総合事務組合(一般・交通災害共済の計) - 

③　彩の国さいたま人づくり広域連合 - 

⑤　草加八潮消防組合 - 

④　埼玉県後期高齢者医療広域連合 - 
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Ｂ〔充当可能財源等〕 （単位：千円）

(1) 充当可能基金（令和２年度末現在）

①　一般会計の基金残高（財政調整基金ほか12件）

②　国保特別会計の基金残高（保険給付費支払基金）

③　介護特別会計の基金残高（介護給付費準備基金）

(2) 充当可能特定歳入

①　都市計画税充当可能額

②　その他の特定財源

土地開発公社に対する貸付金の償還金

※　首都圏新都市鉄道(株)貸付金関係は、ア・イのいずれか小さい方を算入する。

(3) 基準財政需要額算入見込額

総務省の算定式（算入理論値×係数）に基づく見込額

〔各会計等の交付税算入見込額の内訳〕 （単位：千円）

①　一般会計地方債の現在高

②　公営企業等繰入金見込額（注１、注２）

③　組合等負担等見込額（注２）

注１：「公営企業等繰入金見込額」は、交付税算入の対象となる上水道事業会計及び下水道事業会計

　　　分のみ計上している。（当資料「将来負担比率」のうち、Ａ(3) ①・②」）

注２：②・③の「繰入金見込額、負担等見込額」は、各地方債残高に過去３か年に一般会計が負担し

　　　た割合の平均をベースに算出したもの。

〔各費目別の交付税算入見込額の内訳〕 （単位：千円）

Ａ　公害防止事業債償還費

Ｂ　臨時財政対策債償還費

Ｃ　減税補てん債償還費

Ｄ　財源対策債償還費

Ｅ　臨時税収補てん債償還費

Ｇ　その他

参考資料３－２
将来負担比率

（令和２年度決算）

Ｆ　地方税減収補てん債償還費

区　　分

（内訳額） （合計額）

6,831,126 

（合計額）

270,655 

100,346 

630,295 

（内訳額）

(注) 実質公債費比率の算定では、地方債の利子償還金の一般財源も含まれる。

（内訳額）

（合計額）

20,056,232 

Ｒ2年度末残高 交付税算入見込額

首都圏新都市鉄道(株)貸付金関係 3,694 1,770,300 3,694 

３か年平均充当率

区　　　　分

7,732,076 

都市計画事業に係る地方債現在高 Ａ 充当見込額

0.608 ×

充当率 ＝

648,243 

ア 地方債残高 イ 貸付残高 Ｂ 償還見込額

9,328,158 

15,171,247 ＝ 9,224,118

都市計画税収

都市計画事業費 － 特定財源 ＋ 都市計画事業に係る地方債の元金償還金（注)

19,413,633 9,139,214 

16,217,398 10,268,775 

1,072,909 

36,703,940 20,056,232 

5,234,636   

計

区　　分 算入見込額

②　道路橋りょう費 169,515 

⑩　公債費の内訳

①　消防費 52,569 算入見込額

③　下水道費 2,678,869 

7,576,661   

⑦　清掃費 403,202 

-           

⑧　地域振興費（人口） 205,250 

194,619     

⑤　小学校費 75,170 

176,484     

⑥　中学校費 145,980 

987,352     

④　その他土木費 3,731 

計 20,056,232 

⑨　地域振興費（面積） 0 

2,152,194   

⑩　公債費 16,321,946 

合　　計 16,321,946 

（Ａ＋Ｂ）
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